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１． 研究の背景と位置づけ 

１.１ 「流域治水」と建築物1)の水害2)対策への要請 

近年のわが国では台風や集中豪雨などにより、都市部においてもかつてない大きな洪水被害が、

数多く発生しているように言われている3)。 

近年の都市部が浸水した主な水害を表 I-1 に示した。2015 年の「平成 27 年 9 月関東・東北豪

雨」では、茨城県常総市の中心市街地を含む広範囲が数日間にわたって水に浸かり、2018 年の「平

成 30 年 7 月豪雨」では西日本の各地で浸水被害が発生し、岡山県倉敷市真備地区でも数日間に

わたって浸水が継続した。2019 年の

「令和元年東日本台風（第 19 号）」

では首都圏を含む東日本の各地で一

級河川が氾濫し、記録的な被害をも

たらした。2020 年の「令和 2 年 7

月豪雨」では、熊本県人吉市、福岡

県大牟田市・久留米市など九州地方

を中心に大被害が発生し、浸水した

介護老健施設で犠牲者の発生や、地

盤や床を嵩上げする等の対策済みの

住宅の浸水被害などが注目された。 

頻発化・激甚化する洪水被害の背景には、地球規模での気候変動の影響があるとされている。

ここ当分は人間活動による大気中の温室効果ガスの割合の増加は避けられず、2015 年の国連気候

変動枠組み条約第 21 回締約国会議（COP21）で採択された「パリ協定」の目標も、産業革命前

と比べて世界の平均気温を 1.5 度の上昇に抑えることにとどまる。したがって、社会が降水量の

増大を含む気候変動に「適応」して備えることも大事と考えられる。 

2011 年の東日本大震災における津波被害を受けた地域での取り組みでは、防潮堤等の海岸保全

施設の設計外力を超えた巨大津波（レベル２津波）に対して、浸水を前提とした「多重防御」の

都市づくりを行っている。河川氾濫に関しても 2015 年の水防法改正により、浸水想定区域図を

それまでの河川整備の前提となる計画規模

の降雨から、想定し得る最大規模の降雨

（1000 年に 1 回程度）に基づいて作成す

ると変更し、併せて洪水時に家屋倒壊等の

おそれのある区域（図 I-1）や浸水継続時

間を表示することとし、また、2016 年より

大規模水害に備えた各主体のタイムライン

（時系列の行動計画）を策定して対応を図

ることとする等、従来からの氾濫を防ぐ対

策に加えて、氾濫を前提として被害を減ら

す施策への取り組みが進められている。 

また、社会資本整備審議会河川分科会の

表 I-１ 近年の都市部を含む主な洪水被害 

水害 時期 住家被害 内全半壊 主な被災地 

平成 26 年 8 月 
豪雨 

2014.8 8,721 棟 164 棟 福知山市 

平成 27 年 9 月 
関東・東北豪雨 

2015.9 19,723 棟 7,102 棟 常総市 

平成 30 年 7 月 
豪雨 

2018.7 50,470 棟 18,010 棟 倉敷市、西予市等 

令和元年 
東日本台風 

2019.10 101,673 棟 33,332 棟 
長野市、郡山市、
川崎市等 

令和 2 年 7 月 
豪雨 

2020.7 16,599 棟 6,125 棟 
人吉市、大牟田市
等 

内閣府防災情報のページ（HP）の「災害状況一覧」より作成 

図 I-1 家屋倒壊危険区域（国土交通省資料より4)） 
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気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員

会では、2020 年に答申「気候変動を踏まえ

た水災害対策のあり方について ～あらゆ

る関係者が流域全体で行う持続可能な『流

域治水』への転換～」をまとめた(1)。河川

区域内に加え、集水域や氾濫域を含む流域

全体で「①氾濫をできるだけ防ぐ・減らす

対策、②被害対象を減少させる対策、③被

害の軽減、早期復旧・復興のための対策、

までを多層的に」進め、降雨量の増加等に

対処することが盛り込まれ（図 I-2）、2021

年成立の「流域治水関連法」にもこの考え方が反映された。近年氾濫した大規模河川において、

氾濫後に展開される緊急治水対策プロジェクトでは、「『まちづくり』や住まい方の誘導による水

害に強い地域づくり」が「減災に向けた更なる取組の推進」の事項としてあげられている5)。 

一方、建築行政においては水害対策への取り組みは遅れている状況であったが、前述の令和元

年東日本台風による高層マンション等の浸水被害による機能停止を受けて、国土交通省（住宅局）

及び経済産業省（産業保安グループ）により「建築物における電気設備の浸水対策ガイドライン」

が 2020 年 6 月にまとめられた(3)。さらに、国土交通省の治水・防災部局とまちづくり部局が連

携して水災害対策とまちづくりの連携のあり方を検討し、「水災害リスクを踏まえた防災まちづく

りのガイドライン」(4)が 2021 年 5 月にまとめられた。同月に成立した前述の流域治水関連法で

は、氾濫による被害対象の減少や被害の軽減のための対策の一環として、特定都市河川流域にお

いて都道府県知事が「浸水被害防止区域」を指定して浸水リスクの高い区域内の一定の開発・建

築行為を許可制とする仕組みや、建築物の敷地の地盤面及び居室の床面の高さの最低限度を規制

する地区計画などの、土地利用・建築規制も制度化された。 

浸水想定区域内における不動産取引に関しては、2020 年 7 月に宅地建物取引業法施行規則が

改正（施行）され、水防法に基づく水害ハザードマップが重要事項説明の対象に加わった。また

損害保険業界においては、ここ数年の記録的な洪水被害により保険金の支払い額が大幅に増えて

おり、建物所在地の水災リスクを保険料率に反映した住宅向け火災保険商品が同年 4 月にわが国

で初めて発売された。こうした動きを受けて金融庁は、「火災保険水災料率に関する有識者懇談会」

を設けて水災に対する保険料率のリスクに応じた細分化等のあり方を議論し、2022 年 3 月に報

告書(5)をまとめた。 

このように、水害の頻発化・激甚化を受けて建築及びその周辺分野においても、水害リスクが

高いとされる区域内における住宅等の建築物の規制や誘導のあり方が議論されている。 

 

１.２ 建築物の被害の実績とリスクについて 

住宅が洪水に遭遇するとその程度により、住民の生命の危険のおそれや、建物・家財の被害が

生じ、また電気・水道・下水道などのライフラインの停止により避難生活を余儀なくされる場合

もあり、住まいや家具等の清掃、片付けや復旧などに取り組む住民には大きな負担がかかる。国

土交通省（水管理・国土保全局）では、戸建て住宅の場合とマンションの場合において、洪水時

図 I-2 流域治水の概念図（国土交通省資料(2)より） 
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に予想される生活への影響例を浸水深別に整理して示している（図 I-3）(6)。これによれば戸建て

住宅では、特に地盤面から 50cm 程度以上の浸水で、床・壁の断熱材の吸水による取り替えや、

たたみ・じゅうたん・フローリングなどの張り替えなど、建物の被害が多く発生する。マンショ

ンでは、地盤面から 50cm 程度未満の浸水でも、エレベーターや地下駐車場、電気設備、給水ポ

ンプなど設備の被害が発生することが特徴的である。非住宅の場合は、建物の被害のほかに、什

器備品や商品等の損害、それに営業停止期間中の損失なども生じる。 

以下では、建物被害に着目した上で過去の浸水被害の実績と浸水リスクの実態について、「水害

統計調査」及び「浸水想定区域図」から概要を把握することとする。 

水害統計調査は、「洪水、内水、高潮、津波、土石流等の水害により、個人・法人が所有する各

図 I-3 浸水による生活への影響例（戸建て住宅／マンション）（国土交通省資料より(6)） 
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種資産、河川・道路等の公共土木施設及び運輸・通信等の公益事業等施設等に発生した被害実態

を把握し、治水に係る各種行政施策の実施に必要な基礎資料を得ることを目的」(7)とした政府の

一般統計であり、1993 年以降の調査結果が総務省統計局よりホームページ等で公表されている。

調査では、河川（河川法上の河川に含まれない普通河川や排水路、用水路等も含む）および海岸、

砂防指定地や地すべり防止区域、急傾斜地崩落危険箇所等で生じた上記水害を、規模の大小を問

わず網羅的に対象としている。集計結果の内の、「一般資産等水害統計基本表」において、市区町

村および河川・海岸等別に民家や事業所等の被害状況が浸水区分別等の別に整理されている。 

水害統計調査には、破堤や溢水等の外

水被害、内水被害の他、土石流や高潮等

の 13 種類の水害原因に基づく被害が記

載されている。ここでは、これらを表 I-2

に基づき「河川水害」と「河川以外での

水害」、「外水被害」と「内水被害」に分

類し、以下では「河川水害」のみを集計

した。なお、ここでの「内水」の定義は、

「雨水を河川の本川・支川等に排水できないことに起因して堤内地に雨水が停滞する現象」であ

り、河川の増水がその直接的または間接的な原因になるものに限られている。 

表 I-3 では、現時点で情報が得られる 1993 年から 2020 年までの間の被災家屋棟数を、被害区

分別に集計し、今世紀分については 10 年間単位での集計結果も左列に加えた。過去 28 年間の河

川水害による被災家屋棟数の累計は 110 万棟余りとなり、年間平均で 4 万棟弱（39,602 棟/年）

となるが、その多くは水害原因によらず床下浸水である。床下浸水の被災棟数は 726,145 棟（被

災家屋棟数の 65.5%）、床上 50cm 未満の相対的に軽微な床上浸水被害を加えると 937,450 棟（同

84.5%）となる。外水被害ではこの割合が比較的低く、床下浸水では 219,652 棟（外水による被

災家屋棟数の 49.9%）、床上 50cm 未満の浸水被害までを含めると 306,587 棟（同 69.6%）とな

り、逆に半壊及び全壊・流失は 71,434 棟（16.2%）とその割合が高く、1/6 程度の被災家屋で継

続使用の困難が想定される被害を受けている。一方、内水被害では、床下浸水では 478,627 棟（内

水による被災家屋棟数の 76.7%）、床上 50cm 未満の浸水被害までを含めると 592,744 棟（同

95.0%）となり、半壊及び全壊・流失は 14,312 棟（2.3%）とわずかである。今世紀に入ってか

らの 10 年間とその後の最近 10 年間の数値を比較すると、被災家屋棟数が全体として 15%ほど増

表 I-2 水害原因に基づく分類 

種 類 分 類 水害統計調査における水害原因 

河川水害 外水被害 破堤、有堤部溢水、無堤部溢水 

内水被害 内水 

その他 洗掘・流出、土石流、高潮、津波、その

他 

河川以外

での水害 
（対象外） 地すべり、急傾斜地崩壊、波浪、窪地内

水 

外水 内水 その他 計 外水 内水 その他 計 外水 内水 その他 総計
79,285 103,417 8,996 191,698 69,154 112,498 7,874 189,526 219,652 478,627 27,866 726,145

52.6% 76.1% 65.1% 63.8% 42.0% 66.5% 65.7% 54.8% 49.9% 76.7% 63.3% 65.5%

29,011 25,695 3,411 58,117 28,294 38,302 2,800 69,396 86,935 114,117 10,253 211,305
19.2% 18.9% 24.7% 19.3% 17.2% 22.6% 23.4% 20.1% 19.7% 18.3% 23.3% 19.1%

16,146 2,487 591 19,224 10,717 5,731 512 16,960 37,978 13,003 2,099 53,080
10.7% 1.8% 4.3% 6.4% 6.5% 3.4% 4.3% 4.9% 8.6% 2.1% 4.8% 4.8%

6,966 1,335 156 8,457 5,622 1,598 138 7,358 24,571 4,188 821 29,580
4.6% 1.0% 1.1% 2.8% 3.4% 0.9% 1.2% 2.1% 5.6% 0.7% 1.9% 2.7%

16,290 2,522 299 19,111 37,945 10,099 294 48,338 54,926 12,787 1,096 68,809
10.8% 1.9% 2.2% 6.4% 23.0% 6.0% 2.5% 14.0% 12.5% 2.0% 2.5% 6.2%

3,112 423 372 3,907 12,987 1,001 358 14,346 16,508 1,525 1,910 19,943
2.1% 0.3% 2.7% 1.3% 7.9% 0.6% 3.0% 4.1% 3.7% 0.2% 4.3% 1.8%

150,810 135,879 13,825 300,514 164,719 169,229 11,976 345,924 440,570 624,247 44,045 1,108,862
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

1993-2020年計

床下

床上1-49cm

床上50-99cm

床上100cm以上

2001-2010年 2011-2020年

計

半壊被災

全壊・流失

表 I-3 河川水害による被災家屋棟数の推移                                 （水害統計調査より集計） 
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えるとともに、床上 50cm 未満の浸水被害の割合が減り、半壊及び全壊・流失の被害割合が大き

く増えている。なお、その他の河川水害が占める割合は、全体の 4.0%と少ない。 

次に、河川水害の大部分を占める内水・外水被害のみに集計を限定し、経時的な推移をみる。

図 I-4 に被災家屋棟数の年次別推移を、上側に外水被害、下側に内水被害に区分して示した。被

災家屋棟数についてみると、内水氾濫による被害は下水管などの整備の進展などもあって減少傾

向にあり、1990 年代には 4 万棟/年を超える被害を生じた年が多くあったが、2005 年以降は 2 万

棟/年以下の年が大半を占めるまでに減少している。外水被害については、観測史上最多の台風が

上陸した 2004 年の被災家屋棟数が突出しているが、それ以降は 2018 年まで概ね 1～3 万棟/年の

被害に止まっている。2018 年の平成 30 年 7 月豪雨（西日本豪雨）など及び 2019 年の令和元年

東日本台風などによる被災家屋棟数の増加は、外水被害・内水被害ともみられるが、この期間全

体を通してみると極端なものとは映らない。ただ、全壊・流失または半壊といった大きな家屋被

害が、この両年で増えていることがわかる。内閣府による水害に係る住家の被害認定における、

全壊・流失や半壊の判定方法区分の変更が影響を与えている可能性も考慮して、床上 100cm 以上

の被害も加えて推移をみると、内水被害・外水被害に占めるその割合が、2010 年代の特に後半に

かけて急激に増えていることがわかる。 

次に、浸水リスクが見込まれる地域における住宅数について、「浸水想定区域図」より把握する。

国土交通省住宅局では、平成 27 年国勢調査の小地域データを用いて、計画規模降雨に基づいた

浸水想定区域（L1）内に居住する建て方別の世帯数及び割合を推計した結果を公表している（表

I-4）(8)ので、この推計結果を用いる。これによれば、「浸水想定地域」（浸水想定区域と同義）に

居住する世帯数は合計 9,916 千世帯となり、総世帯数のうちの 19.1％を占める。また、一戸建て

住宅に住む世帯の場合は 7,253 千世帯（25.3%）となる。浸水深別に見ると、１階の床下（床面

図 I-4 内外水別被災家屋棟数の推移（水害統計調査より） 
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高さを 50cm と想定。以下、同様）までが浸水する地域に居住している世帯数が総世帯数の 5.0%、

一戸建て住宅居住世帯の 7.0%で、これを超えて１階の床上程度までが浸水する地域が、総世帯数

の 3.4%、一戸建て住宅居住世帯の 4.8%、さらに 1 階の軒下までが浸水する地域が、総世帯数の

5.0%、一戸建て住宅居住世帯の 7.0%、それ以上に浸水する地域が、総世帯数の 5.6%、一戸建て

住宅居住世帯の 6.5%となっている。全体に、一戸建て住宅での浸水想定区域内居住割合は、長屋

建て居住世帯より少なく、共同住宅居住世帯よりも多くなっている。 

表 I-4 に示した L1 浸水想定区域内の住宅居住世帯数を、想定浸水深区分別のグラフで図 I-5 の

左側に示し、また、表 I-3 に示した 2001～2020 年の水害による被災家屋棟数を被災区分別に同

図の右側に示し、それぞれ対応すると思われる浸水深によりリスクと被害を比較できるようにし

た。図から、実際の被害のほとんどは、 L1 浸水想定区域の想定浸水深よりも浅い浸水深で発生

していることがわかる。また、水害統計調査では床下・床上の被害区分のみではあるが、被害世

帯数の集計もなされている。これによれば、浸水想定区域に居住する 9,915,511 世帯（国土交通

省住宅局推計）に対して、2001 年から 2020 年の 20 年間に実際に浸水被害（河川水害）に遭遇

したのは 598,103 世帯（水害統計調査。約 1/17）で、荒々の計算で言えば、浸水想定区域内に居

住する世帯の年平均で約 340 分の 1 が浸水被害を受けていることとなる。また１階の床上より上

部が浸水する地域に居住する世帯数 7,292,014 世帯に対して、同じ 20 年間に実際に床上以上の

浸水被害（河川水害）に遭遇したのは 218,863 世帯（約 1/33）で、同じく荒々の計算で、想定浸

水深 0.5m 以上の浸水想定区域内に居住する世帯の年平均で約 660 分の 1（最近 10 年間に限れば

表 I-4 浸水想定地域に居住する世帯の状況（全国における推計）            出典：国土交通省資料(8) 
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約 560 分の 1）が床上以上の浸水被害を受けていることなる。 

 

１.３ 建築物の水害対策に係わる調査・研究等の状況 

洪水被害を減らすためのこれまでの取り組みは、ダム･遊水池・堤防･放水路といった河川施設

の整備、または雨水管・ポンプ場といった下水道施設の整備など、どちらかと言えば土木分野で

の課題あるいは、水害常襲地域における伝統的な輪中集落や水防建築など、限定的な地域におけ

る歴史的課題だと捉えられてきており、都市計画分野や建築分野における現代的な研究課題とし

てあまり取り組まれてこなかった状況がある。1980 年代に土木工学の河川分野で「建築物の耐水

化」として検討された(9)ほか、農村部を中心とした水害への防備を備えた伝統的建築・集落の研

究(10)などが行われている。 

2001 年には、水防法改正による洪水浸水想定区域の指定を受けて、家屋の浸水対策に関する基

本的考え方・手法を示したマニュアル等(11)が、国土交通省の河川局（当時）と住宅局の関与によ

り発刊されている。ここでは、床上浸水を未然に防ぐ（嵩上げ・高床・囲む・建物防水：図 I-6）

や、床上浸水に備える（人命・生活・家財・設備機器を守る）、材料や構法などを工夫する（耐水

性のある材料・構法、取り替えやすい材

料・構法、乾燥しやすい材料・構法）、排

水や残留物の除去に備える（床下の排水

のための工夫）、等の方法が解説されてい

るが、各論にとどまり具体的な計画案の

提示には至っていない。 

これに対して、欧米では水害による被災建築物の割合が比較的高いことから、住宅等の敷地・

建築レベルでの水害対策手法について、政府機関・研究所等により多くの検討とガイドブック等

の発刊がなされている6)。浸水被害に遭った建築物の修復方法、浸水に強い建材、浸水防止に資

する部材に加え、減災のための設計等の工夫と建築物の水害対策の手法が解説されている。建築

物及びコミュニティレベルでの水害対策を扱った書籍も英国王立建築家協会から出版されている

(18)。浸水対策の手法は概ね、建物内部への浸水を許容しつつ被害を減らす“Wet Floodproofing”

と、浸水を防止する“Dry Floodproofing”に分かれるが、耐震対策が不要かつ組積造の住宅が多

いこれらの国々の建物と、木造住宅が多いわが国とでは建物の嵩上げの容易性など、対策の前提

嵩上げ 高床 囲む 建物防水

図 I-6 床上浸水を未然に防ぐ方法（文献(11)をリライト） 

図 I-5 浸水被害に関するリスクと実績 
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が若干、異なる。 

日本の建築分野における水害対策への取り組みについては、概ね以上のような状況であったが、

2018 年の平成 30 年 7 月豪雨（西日本豪雨）、2019 年の令和元年東日本台風（第 19 号）などを

受けて状況は大きく変わりつつある。 

一つは被災と復旧を踏まえた冊子やガイドブックの発刊で、被災地で活動した NPO や建築

士・事務所などの取り組みにより、被災者向けの応急措置から生活再建、住まいの復旧までを扱

っている(19)(20)。実際の改修事例の建築計画の内容を、工事費を含めて紹介している冊子(21)も作

成されている。また既述であるが、高層マンションの被災を踏まえた「建築物における電気設備

の浸水対策ガイドライン」も国による作成であるが、この範疇に含まれよう。 

建築物の対策に関わる技術開発については、2020

年 7 月に、日本学術会議及び日本建築学会が水害対策

に関わる提言を公表している。前者は「未着手に近い

重要検討課題」として「耐水性建築技術の確立」をあ

げて研究を急ぐべきであるとし(22)、後者では戸建て住

宅を中心に、設計手法・対策技術、建築構造技術、復

旧性能等の観点からそのあり方を整理している(23)。 

前後して、民間ハウスメーカー（（株）一条工務店）

は、わが国で事実上初めて水害対策性能を備えた戸建

て住宅商品を開発し、（国研）防災科学技術研究所と協

力して２度にわたる性能実証のための公開実大実験を

2019 年(24)と 2020 年(25)に実施し（図 I-7）、既に市場

に提供している。特に２度目の公開実験は、3m 以上

の水位に対して建物を浮上させるという斬新な手法を

見せるものであった。その後、その他のハウスメーカ

ーや工務店等による浸水対策の取り組みも行われてい

る7)。また、住宅生産関連の団体により構成される（一

社）住宅生産団体連合会は、新築戸建て住宅を主な対

象に、浸水想定区域等で住宅設計を行う際に考慮すべ

き情報や、設計フロー、浸水対策方法を設計例ととも

に示した、「住宅における浸水対策の設計の手引き」(26)

を作成し、2021 年 7 月に公開している。 

さらに、研究論文なども多く見られるようになっている。ここ数年の建築学会の査読付き論文

をみると、水害による被災家屋の状況の数値解析(28)や、浸水した住宅の復旧に関する調査(29)、上

述の実大実験内容等に関する技術報告(30)(32)(31)、浸水した戸建て住宅の被害と補修方法(33)、等の

研究成果が公表されている（筆者によるものを除く）。また、水理学及び耐水構造設計の観点から

建築物の水害対策を扱った書籍(34)も発刊された。 

 

図 I-7 一条工務店「耐水害住宅」公開実験 

（於防災科学技術研究所・木内撮影） 

２．浮上仕様（2021.10.13） 

１．無浸水仕様（2020.10.2） 
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補注 

1) 本研究においては、用語「建築物」と「建物」について建築基準法等の定義とは別に、原則

として次のように用いることとする。ただし、法律・資料・統計書等に言及している場合は、

そこで用いられる語を使うことを基本とする。 
‧  建築物：他の構造物等との比較において対象を明確化するために、概念的・総称的に論じる

際に用いる（建築物の被害、建築物の設計、建築物の対策、等）。 
‧  建物：より具体的・個別的に、その内外や、箇所・部材、被害額等について論じる際に用い

る（建物内への浸水、建物１階、建物被害と什器被害、建物が立地する、等）。 

2) 本研究においては、「水害（水災害）」、「洪水」、「氾濫」、「浸水」等の用語について、原則と

して次のように用いることとする。ただし、法律・資料・統計書等に言及している場合は、

そこで用いられる語を使うことを基本とする。 
‧  水害：洪水・氾濫等による被害のこと。土砂災害を含むことの多い「水災害」と区別する。 
‧  洪水：陸地に水が溢れている状態を指す。河川分野においては、河川敷の外側に水が溢れて

いる状態（外水氾濫）を指すことが多い（「洪水浸水想定区域図」等）が、本研究において

は、外水氾濫（河川からの氾濫）と内水氾濫（河川外での排水困難による氾濫）を区別する

必要がほとんどないため、基本的には特に区別しないで用いる。 
‧  氾濫：水が陸地に溢れることで、「洪水」とほぼ同義で用いるが、その原因に着目する場合

は、「内水氾濫」と「外水氾濫」を区別して用いる。 
‧  浸水：通常は水に浸からないところが浸かること。原則として建物内への浸水を指し、それ

以外は「敷地の浸水」などと区別して記載する。 

3) 例えば、文献(22)、(23)、(27)。 

4) 現在は、「家屋倒壊等氾濫想定区域」と名称変更されている。 

5) 信濃川水系（千曲川）緊急治水対策プロジェクト、那珂川緊急治水対策プロジェクト等 

6) 英(12)､米(13)､仏(14)､独(15)(16)等（文献(16)は文献(15)の最新改訂版）。EU では、建築空間におけ

る浸水防止技術の標準化を検討する共同研究プロジェクト“SMARTeST”が 2010 年 1 月～

2013 年 6 月に実施され(17)、関係国の取り組みに影響を与えている。 

7) 文献(27)の５章に詳しい。 
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２． 研究の目的と方法 

２.１ 研究の目的と必要性 

本研究では、頻発・激甚化しつつあるわが国の水災害の状況を踏まえて、浸水リスクを踏まえ

た都市部における建築物や土地の利用のあり方について示唆を得るため、建築物の浸水を中心と

する水害対策について費用対効果を中心に検討することを目的とする。 

前節（1.3）に述べたように、建築物の水害対策については、さまざまな取り組みが始まってい

る。しかしながら、こうした取り組みについて各場所において何を目標にどのレベルの対策を行

うべきかについては、ハザードマップや浸水想定区域図を所与の条件とする以外の方法は明らか

ではない。水防法に基づく洪水浸水想定区域図等においては、極端な数値が都市部の広い範囲で

示される場合もあり、前提として現実に用いるには難がある。前節（1.2）でみたように、想定浸

水深 0.5m 以上の浸水想定区域内（L1）に居住している世帯に対して、実際に今世紀に入ってか

ら床上以上の浸水被害に遭った割合を荒々で計算すると、今世紀に入ってからの年平均で約 660

分の 1（2011～2020 年の平均で約 558 分の 1）となり、居住者の事前の水平避難により生命の安

全が確保される限り、該当の住宅の全てに浸水対策をすべきとまでは言えないと考える。より面

積の広い浸水想定区域（L2）を対象とすればなおさらである。そこで、浸水リスクのある地域で

の都市の土地利用とその誘導策のあり方を探るには、建築・敷地レベルでの水害対策について、

立地場所のより具体的な浸水リスクの態様を踏まえて費用対効果を追究することが必要と考えた。 

一方で、建築物や建築行為にはさまざまなタイプと場面があり、それぞれにおいて浸水対策を

行う上でのハード及びソフト上の課題も異なることが想定される。そこで本研究では、建築物と

しては戸建て住宅、集合住宅、事業所を対象とした。戸建て住宅に関しては、浸水被害の割合の

多い農村部や中小都市及び大都市郊外部での支配的な居住形態である。木造の家屋が多いことと、

改修により浸水対策を講じるのは技術・費用の両面で極めて困難と考えられることから、木造の

戸建て住宅を新築する場合を想定して、対策を検討した。大都市の市街地における居住形態とし

て大きな割合を占める集合住宅に関しては、区分所有者における合意形成の問題が想定される既

存分譲マンションの改修を対象とし、浸水対策を講じる場合を想定した。区分所有者から構成さ

れる管理組合での検討において、費用対効果の視点は、合意形成を得る上での最重要の視点であ

ると考えられる。事業所については、水害被災地の復旧・復興の観点からは、住まいや生活を守

るだけでなく、地域の経済や賑わいを支える事業所の対策も重要と考えた。RC 造建物の１階に

事業所が入居する場合の内装等（インフィル）工事時に、浸水対策を講じる場合を想定した。 

上記の全ての場合について、立地場所の浸水リスクを踏まえた浸水対策の費用対効果の検討等

を行った。 

 

２.２ 研究の方法 

浸水対策の費用対効果の検討は、該当の建築物の設計の経験が豊富な建築設計事務所の協力を

得た上で、モデルプランに基づく机上での検討（モデルスタディ）に基づいた。費用対効果の「費

用」については、浸水対策そのものに必要な建築等のコストまたは浸水対策に伴う建築等のコス

トの増分とし、「効果」については、浸水対策を実施したことによる建物及び動産の被害の低減額

とした。共通して以下の手順により行った（図 I-8）。 
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① 該当の建築物の浸水被害の実態や浸水対策についてヒアリングや現地調査等を行い、モデルプ

ラン作成の方向性や浸水対策の概略など、検討の前提条件等を整理した。 

② 浸水対策を講じていない標準的なモデルプランないし、既存建築として典型的なプラン（改修

の場合）を検討し、試設計を実施。これを「基準案」とした。 

③ 代替案としての浸水対策案ないし、浸水対策改修案を複数検討し、試設計を実施。これを「浸

水対策案」とした。現状で現実的かつ一般的に適用可能と思われる浸水対策を対象とした。 

④ 基準案と浸水対策案について、試設計をもとに、工務店への見積もり依頼や類似事例からの推

計などによりその建築等のコストを求め、基準案と浸水対策案とのコストの差分（浸水対策に

関わる追加的支出費用）を浸水対策に必要な「費用」とした。 

⑤ 基準案と浸水対策案について、当該建物が氾濫に見舞われた際に必要となる建物の修復費用

（建物被害額）及び家具・什器・商品等の動産に生じる被害額（原状復旧費用）を浸水深別に

推計し、基準案と浸水対策案との差分を浸水対策に伴う「効果」とした。 

⑥ 氾濫発生（最大浸水深別）の頻度を考慮するため、「治水経済調査マニュアル（案）」(1)の算定

方法1)により、生起確率に基づく年平均被害軽減期待額の算定を行った。 

⑦ 浸水対策に必要な費用を年平均被害軽減期待額で除することで、浸水対策に必要なコストの平

均回収年数を求め、この数値を指標として費用対効果を比較することとした。 

ここで被害額の推計（⑤）においては、その上下において被害額や浸水対策の効果が変化する

浸水深に着目して、これを境目とする数段階の浸水レベル・対策ランクを設定した上で、それぞ

れのレベル・ランクについて浸水時の想定被害額と対策費用を求め、これを 10cm 単位で敷衍す

ることで、確率的な評価に結びつける（⑥）流れとなる。なお、破堤地点付近や流下型の氾濫形

態等において生じる大流速による、建物等に甚大な破壊が発生する場合は考慮しない（表 I-3 の

2001～2020 年で 10.6%を占める、「全壊・流失」及び「半壊被災」に含まれると考えられる2)）。 

また、浸水深別の氾濫の発生頻度（生起確率）については、滋賀県「地先の安全度マップ」（図

I-9）で公開されている、異なる降雨確率に基づく内外水氾濫の想定浸水深（50m メッシュ）に

相当するデータ3)を用いた。データは、「無破堤」「越水破堤」「HWL（計画高水位）破堤」の３

シナリオ毎に生起確率別の浸水深等が算出されており、「地先の安全度マップ」では各メッシュに

ついて生起頻度別に最大となるシナリオの浸水深等の値を採用している。本検討では地点毎の最

大浸水深の生起確率に近づけるため、一般に７割を占めると言われる「越水破堤」のシナリオの

1

費⽤対効果（B/C）︓追加的費⽤⽀出の回収⾒込み年数
浸水対策に関わる
追加的支出費用

浸水対策の期待
回収見込み年数 ＝ ÷

浸水時の現状復旧
費用の低減見込み額

費⽤
浸水対策に関わる
追加的支出費用

＝
対策実施時の
工 事 等費用

対策未実施時
の工事等費用

－

効果

Σ
浸水レベル

浸水対策未実施時
の現状復旧費用

浸水対策実施時
の現状復旧費用－

水害時の現状復旧
費用の低減見込み額＝

発生
確率×（ ）

図 I-8 浸水対策の費用対効果の算定の考え方 



建築研究報告 第 153 号 2023 年 1 月 
Report of the Building Research Institute, No.153, January 2023 

16  I. 研究の背景、目的と方法 

データのみを使用した。一定の浸水リスクがあるメッシュを、２年確率で最大浸水深が 50cm 未

満、200 年確率で 50cm 以上、の条件で抽出した上で、浸水対策を検討する対象に応じて一定の

世帯密度未満のメッシュを除外して対象とした。検討時点において、都道府県といった広い範囲

を対象に氾濫による地点毎の発生頻度別の最大浸水深を、内外水を統合して推計した公式のデー

タは、「地先の安全度マップ」以外にわが国に存在しない。今後、本検討と同様の試算が全国レベ

ルで展開できる可能性もあり、これについては第Ⅴ章（3.2）で述べる。各対策案の効果があるメ

ッシュタイプの浸水特性を求めることで、滋賀県以外への適用についても示唆を得る形とした。 

なお「平均回収年数」は、浸水対策の相対的な必要性を把握するための目安として用いること

が目的であることから、全て概算により行い、厳密な計算結果を求めるものではない。また、住

民や事業者等が浸水時の被害として受けとめるものには、住民の被災時の仮住まい等の確保・移

転に伴うものと精神的苦痛等や、事業所における情報損失や営業損失等があり、いずれも重要で

はあるが個別性が強いことから、被害額の計算に含めていない。災害ゴミの処理等の社会的費用

も考慮していない。原状復旧費用の算定における減価償却の影響も、被災時期等を特定して設定

することが困難なため、内閣府の被害算定と同様、考慮していない。これらの点については算定

結果を用いる際に考慮して、利用目的に応じて勘案すべきと考える。 

 

２.３ 研究の構成 

第Ⅰ章（本章）では、研究の背景を整理し、研究の目的と方法等について述べた。 

第Ⅱ章では、浸水に対して脆弱で被害実績が多い、低層戸建て住宅の新築を対象とする。都市

部に立地する木造２階の戸建て住宅を想定し、①その浸水対策を講じた建築計画案の検討と、②

図 I-9 滋賀県「地先の安全度マップ」 
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浸水対策に要する追加的建築コストの試算、③浸水対策に伴う水害時の資産被害の軽減額の試算、

④多様な浸水リスクの条件下での費用対効果等の分析、等を行う。さらに検討を踏まえて、戸建

て住宅の浸水対策の適用性を考察する。 

第Ⅲ章では、既存分譲マンションの浸水対策改修を対象とする。令和元年東日本台風に伴い分

譲マンションにおいても浸水による設備等を中心とした被害が多発して関心が高まったが、改修

を実施するには管理組合を構成する区分所有者の合意形成が必要である。その際に重要となる費

用対効果の視点での検討とする。都心及び駅周辺立地型と郊外住宅地立地型の２タイプを想定し、

典型的と思われるマンションモデル及び前提とするハザードを設定した上で、水害時の浸水経

路・被害範囲と修復費用・浸水対策箇所・浸水対策費用を検討し、対策の適用性を考察する。 

第Ⅳ章では、都市部の RC 造建物１階に入居する小規模な事業所を対象とし、その入居時の内

装工事時における浸水対策を想定する。水害被災地の復旧・復興の観点からは、住まいや生活を

守るだけでなく、地域の経済や賑わいを支える事業所の対策も重要と考え、事務所及び小売店、

飲食店、小規模診療所の、４つの業種・モデルを想定する。検討は、①浸水被害と対策状況の情

報収集、②検討の前提条件となる諸条件と対策の考え方等の設定、③基準案及びこれをベースに

した浸水対策案の検討と試設計、④浸水対策の追加的費用及び浸水時の原状復旧費用等を推計、

⑤期待値に基づいた対策の費用対効果の試算と適用性の考察、の手順で行い、適用性の高い業種

の考え方等を検討する。 

第Ⅴ章では、各章での検討結果と得られた知見を概括し、その活用可能性を考察した上で、建

築タイプに応じた浸水対策の考え方をまとめ、浸水対策案の試設計及び費用対効果の分析にかか

わる留意点と課題について、建築物の浸水対策の今後の展開を展望しつつ整理する。 

 

２.４ 既往の論文等との関係 

本研究報告では、既に学会において公表あるいは公表予定の以下の論文・技術報告・梗概の内

容に対して、紙数の制約等から盛り込むことができなかった追加の情報や考察等を補足した。さ

らに、それらに共通する建築物の水害対策をめぐる社会的背景の解説を加え（第Ⅰ章）、また一体

の研究としてまとめることで得られる、知見や考察を加えた（第Ⅴ章）。 

・第Ⅱ章については、日本建築学会技術報告(3)（元となる大会発表梗概を含む。以下同様）とし

て 2021 年 2 月に公表（査読付）。また、大会発表梗概(4)(5)として同年 9 月に公表の成果を含む。 

・第Ⅲ章については、日本建築学会技術報告(6)として 2022 年 2 月に公表。 

・第Ⅳ章については、日本建築学会技術報告(7)として 2023 年 2 月に公表予定。 

また、費用対効果の試算の前提となる、資産の鉛直分布及び浸水確率を踏まえた家屋・事業所

の資産被害評価の考え方は、河川技術論文(8)として 2017 年 6 月に公表されている。 

 

補注 

1) 文献(1)の次表（表 4.13）による。年平均超過確率毎の被害軽減額を求めた上で、確率区間

毎の年平均期待被害軽減額を推計し、全確率区間を（実務的には年平均期待被害軽減額が無

視できるほど小さい確率区間となるまで）合計する方法となる。上記文献では、治水事業に

よる整備効果の評価に用いる。また、文献(9)の次図（図 4.1.5 の一部）では、生起頻度別の

資産被害額から、確率年区間別の生起確率×被害額を求めて足し合わせる過程を示している。 
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表 年平均被害軽減期待額算出表(1)

図 生起確率別の資産被害額から確率年区間別の被害額への変換(9) 
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これによれば、以下の通りとなる。 

「ある事象（降水量、浸水深、浸水被害など）の確率年の逆数をとることにより、当該事象

以上が生起する年あたり確率である年超過確率に換算できる。従って、『確率年の資産被害

額（図の a）』」は、『年生起確率別の資産被害額（図の b）』に変換できる。さらに、年生起

確率別の資産被害額に年生起確率を乗じて積分することにより年当たりの期待資産被害額

（以下、『年被害額』）を求められる。すなわち図に併記した式により『生起確率×被害額（図

の c）』の総和として年被害額が求められる。」（下線部は文脈に合うように修正） 

2) 水害統計調査における、全壊・流失や半壊被災等の被害区分については、データを作成する

市町村が、原則として罹災証明などを参考に判断することとされており、内閣府の「災害に

係る住家の被害認定基準」に準拠している。水害については外観や浸水深等を参考に、損害

割合に基づいた判断となっており、大きな浸水深をもたらした洪水においては、建物の構造

躯体に大きな流速等による甚大な破壊が生じていなくても、全壊とされる場合が多い点に留

意が必要である。 

3) 論文(2)で用いられたデータを、滋賀県立大学准教授の瀧健太郎氏より提供を受けて使用した。

「地先の安全度マップ」で公開されている 1/200 年、1/100 年、1/10 年確率以外に、利用し

たデータには、1/1000 年、1/500 年、1/200 年、1/50 年、1/30 年、1/2 年確率でのデータも

含まれている。対象としたメッシュの世帯密度等の詳細は、各章の該当箇所で記載した。 
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